様式１
令和　　年　　月　　日

（宛先）京都市長

会社又は団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　

参加意向確認書
教育ICT基盤の最適化計画策定業務プロポーザルへの参加を希望するので、受託希望者として申し込みます。業務提案書については、教育ICT基盤の最適化計画策定業務プロポーザル応募要領に基づき、提出します。
なお、下記１の契約条件を理解するとともに、下記２の応募資格を有していることを誓約します。また、京都市が令和７年度実施の業務「教育ICT環境の最適化に向けた調査業務」の成果物の交付を受けるに当たって下記３の事項を遵守します。
記

１　契約条件

本業務を業務委託として受託すること。

２　応募資格要件
⑴　京都市契約事務規則第4条及び第22条の規定により競争入札有資格者名簿に登載されていること。ただし、競争入札有資格者名簿に登載されていない場合であっても、京都市競争入札等取扱要綱第2条第1項各号に掲げる資格を有する者である場合は、競争入札有資格者とみなす。
⑵　本応募要領のホームページ掲載の日から業務提案書提出の日までの間において、京都市競争入札等取扱要綱第29条第１項の規定による競争入札参加停止を受けていないこと。
⑶　京都市暴力団排除条例第2条第4号に規定する暴力団員等又は同条第5号に規定する暴力団密接関係者でないこと。
⑷　以下に掲げるものを滞納していないこと。
ア　所得税又は法人税

イ　消費税及び地方消費税

ウ　京都市の市民税及び固定資産税（納税義務者に該当する場合）

エ　京都市の水道料金及び下水道使用料（納付者に該当する場合）

⑸　委託業務の実施が可能であること。ただし、参加事業者がコンソーシアムを結成することを妨げない。この場合、事業者側で定めた代表幹事者が⑴から⑷までの資格要件を全て満たしていること。
３　成果物の交付を受けるに当たっての遵守事項
⑴　交付資料の内容については、業務提案に関わる担当者（以下「担当者」という。）のみが共有し、担当者以外の者にはその内容を共有しないこと。
⑵　交付資料から得た情報を、業務提案以外の用途に利用しないこと。
⑶　業務提案に関わる担当者に、以下の条項を遵守させること。
ア　担当者以外の者に交付資料の内容を共有しないこと。
イ　交付資料から得た情報を、業務提案以外の用途に利用しないこと。
⑷　成果物の交付に当たって知り得た他の情報についても、その内容を口頭又はいかなる媒体を用いても第三者には開示しないこと。
